様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　　号

令和　年　月　日
静岡県知事　氏　　名　様
所在地　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　

代表者　氏　　　名　　
令和○年度施設園芸デジタル化推進事業実施計画書

　施設園芸デジタル化推進事業実施要領第３の１に基づき、別添のとおり提出します。
※　様式第１号別添「施設園芸デジタル化推進事業　実施計画書」を添付すること。

　（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　　　作成者　職・氏名
様式第１号別添

施設園芸デジタル化推進事業

実施計画書

	事業実施年度
	令和　年度

	目標年度
	令和　年度

	事業実施主体名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	施設の所在地
	

	品目
	


１　事業に取り組む農業者の要件
	チェック欄
	項目

	①
	
	認定農業者
	認定年月日：　　年　　月　　日

	②
	
	認定新規就農者
	認定年月日：　　年　　月　　日


　 注）該当する項目のチェック欄に〇を付すこと。なお、チェック項目①、②はいずれか一方を選択する。
２　事業計画の内容

（１）事業の目的

	


　注）現状の課題、事業を行う必要性及び目的、事業実施により期待される効果について記述すること。

（２）現状の経営

	項目
	現状(実績)

	
	前々年度

（令和○年度）
	前年度

（令和○年度）
	２ヶ年平均
	現況値加算

ﾎﾟｲﾝﾄ

	①単収(kg/10a)

(a/b)
	
	
	
	

	
	a) 生産量(kg)
	
	
	
	

	
	b) 経営面積(a)
	
	
	
	

	地域の平均単収

(kg/10a)
	
	
	
	

	②販売単価(円/kg) (a/b)
	
	
	
	

	
	a) 販売額(円)
	
	
	
	

	
	b) 生産量(kg)
	
	
	
	

	地域の平均単価

(円/kg)
	
	
	
	

	計
	


（３）成果目標

	成果目標
	基準値

(令和○～○年度)
	目標値
(令和〇年度)
	増減率等

(目標年度における増減率)
	成果目標

ﾎﾟｲﾝﾄ

	
	
	
	　
	


	成果目標数値の考え方
	事後評価の検証方法

	
	

	目標を達成するための具体的取組

	


注）成果目標欄には、別紙「施設園芸デジタル化推進事業の採択基準等について」に示す成果目標の中から１つを選択し、「①収量」「②上位等級」「③生産コスト」「④労働時間」「⑤販売額」のいずれかを記載すること。

　　「成果目標数値の考え方」欄には、成果目標の積算根拠等について記載すること。

（４）環境モニタリング装置の導入及び利用計画

	現状の経営面積（a）
	（　　　　）a　･･･【A】

	項目
	現状

（令和○年度）

【B】
	本事業による

導入

(令和○年度)

【C】
	増加面積(a)

導入面積率(％)
	経営水準
ﾎﾟｲﾝﾄ

	導入面積

（a）
	
	
	①増加面積
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	②導入面積率
	

	
	
	
	
	

	計
	


	作 型
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月

	
	
	
	
	
	
	

	
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	


　 注）「増加面積・導入面積率」欄の記載は、次の算出方法によるものとする。

①導入面積の増加面積：C、　②面積率：(B＋C)/A*100　

（５）経営収支（現状及び目標）

　　　様式第１号別添別紙２を添付すること

３　事業計画の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	事業内容
	事業量
	総事業費
	負担区分
	備考

	
	
	
	県費補助金
	その他
	

	
	
	
	
	
	

	着工（予定）年月日
	しゅん工（予定）年月日

	
	


４　制度資金等融資の活用

	資金名
	借入予定時期
	借入予定額
	償還期間
	備考

	農業近代化資金
	　　月　　日
	千円
	年
	

	日本政策金融公庫資金

（具体的な資金名　　　　）
	　　月　　日
	千円
	年
	

	その他資金

（具体的な資金名　　　　）
	　　月　　日
	千円
	年
	


５　添付書類

(1) 認定農業者：直近の農業経営改善計画の写し及び市町による経営改善計画認定書の写し

　　認定新規就農者：青年等就農計画の写し及び市町による青年等就農計画認定書の写し

(2) 成果目標の基準値が確認できる書類

(3) 位置図（１万分の１～２万５千分の１程度）

本事業で環境モニタリング装置を導入する施設の位置を図示すること。

(4) 配置図

(5) 販売会社等による見積書の写し及びカタログ（補助対象物件の仕様が確認できるもの）等
(6)情報提供同意書

様式第１号別添別紙１

事業実施主体の概要（令和　年度）

１　農業従事者

(１)個人の場合（家族人数、雇用日数）　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、日）

	家族人数
	うち農業従事者
	うち男性
	うち女性
	雇用日数

（延べ日数）

	
	
	
	
	


注）家族人数には本人を含む。雇用日数はパート等も含め８時間を１日とする。

（２）法人の場合（農業従事者数、雇用人数）　　　　　　　　　　　　　（単位：人、日）

	農業従事者
	うち男性
	うち女性
	雇用日数

(延べ日数)

	
	
	
	


	法人形態
	設立年
	役員

（常時従事）
	常時雇用

（社員）
	常時雇用

（パート）
	臨時雇用

（延べ人日）

	
	
	
	
	
	


（３）後継者　※個人の場合

	後継者の有無
	
	後継者の年齢
	
	就農年月
	


２　経営面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：a）

	
	田
	畑
	施設
	樹園地
	牧草地
	計

	自己所有
	
	
	
	
	
	

	借　入
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


３　品目別作付面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：a）

	品目
	
	
	
	合計

	作付面積
	
	
	
	


様式第１号別添別紙２

経営収支（現状及び目標）

[image: image1.emf]経営収支

事業実施前

（○年度）

事業実施年度

（○年度）

１年後

（○年度）

目標年度

（○年度）

備考（増減要因など）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

項目 単位

主産物販売収入 円

全収量 kg

販売収入 円

収量 kg

販売単価

円/kg

収量 kg

販売単価

円/kg

うち廃棄量 kg

全収量 本

販売収入 円

収量 kg

販売単価

円/kg

収量 kg

販売単価

円/kg

うち廃棄量 kg

副産物販売収入 円

その他収入 円

粗収益計① 円

種苗費等 円

　　種苗費 円

　　諸材料費 円

　　肥料費 円

　　農業薬剤費 円

　　修繕費 円

光熱動力費 円

うち温室の加温に係る燃料費

円

地代・賃借料 円

雇用費 円

減価償却費 円

うち建物・施設 円

その他費用 円

生産原価計② 円

販売経費 円

租税公課 円

一般管理費（給与含む）

円

その他 円

販売・一般管理費計③

円

営業利益④（=①-②-③）

円

支払利息 円

その他 円

営業外費用計⑤ 円

費用合計⑥（=②+③+⑤）

円

経常利益⑦（=①-⑥）

円
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様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　号

令和　年 月 日

静岡県知事　氏　　名　様

所在地　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　

代表者　氏　　　名　　
令和○年度施設園芸デジタル化推進事業費補助金交付決定前着手届

令和○年度事業実施計画に基づく下表の事業について、下記条件を了承の上、交付決定前に着手をしたいので、交付決定前着手届を提出します。

記

１　交付決定を受けるまでの間に生じたあらゆる損失は、取組主体が負担すること。
２　交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。

３　当該事業については、着工等から交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと。

	事業内容
	事業量
	事業費
	着手予定

年月日
	完了予定
年月日
	理 由

	
	
	
	
	
	


　（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　　　作成者　職・氏名

様式第３号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

施設園芸デジタル化推進事業

変更計画書

	事業実施年度
	年度

	目標年度
	年度

	事業実施主体名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	施設の所在地
	

	品目
	


１　変更理由書

	変更区分
	変更箇所
	変更理由

	
	
	


（注）１　変更区分：本要領第５に掲げる変更の区分による。

２　変更箇所：当初計画と変更計画を対比して具体的に変更箇所を明らかにすること。

３　変更理由：具体的に記入すること。

２　変更計画の内容

注）様式第１号別添に準じて変更計画を作成し、当該変更に係る部分については、その上段に当初計画を括弧書きすること。

（変更箇所がない項目についても記入すること｡）

 様式第４号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
第　　号

令和　年 月 日
静岡県知事　氏　　名　様
所在地　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　

代表者　氏　　　名　　
令和○年度施設園芸デジタル化推進事業実施状況報告書

　　施設園芸デジタル化推進事業実施要領第６に基づき、別添のとおり報告します。
※ 様式第４号別添「施設園芸デジタル化推進事業　実施状況報告書」を添付すること。
　（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　　　作成者　職・氏名

様式第４号別添(用紙　日本産業規格A4縦型)

令和○年度

施設園芸デジタル化推進事業

実施状況報告書

	事業実施年度
	年度

	目標年度
	年度

	事業実施主体名
	

	代表者名
	

	所在地
	

	施設の所在地
	

	品目
	


１　成果目標の達成状況

	成果目標の内容
	

	基準値

(令和○～○年度)
	目標値

(令和　年度)
	事業実施年度
(令和　年度)
	翌年度

(令和　年度)
	目標年度

(令和　年度)
	当該年度の達成率

	
	
	
	
	
	

	目標数値の決定の考え方
	成果目標の実績の算出方法

	
	


注）「成果目標の内容」欄には、「①収量」「②上位等級」「③生産コスト」「④労働時間」「⑤販売額」のいずれかを記載すること。

「成果目標の実績の算出方法」欄には、事業実施計画書の「２　成果目標」のうち、「事後評価の検証方法」に対応させて具体的に記載すること。

２　事業実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	事業内容
	事業量
	事業費
	負担区分（円）
	しゅん工

年月日

	
	
	
	県費補助金
	その他
	

	
	
	
	
	
	

	備考
	


３　各種制度資金の利用実績

	資金名
	借入時期
	借入額
	償還期間
	備考

	農業近代化資金
	　　月　　日
	千円
	年
	

	日本政策金融公庫資金

（具体的な資金名　　　　）
	　　月　　日
	千円
	年
	

	その他資金

（具体的な資金名　　　　）
	　　月　　日
	千円
	年
	


注）国の補助及び都道府県、市町の負担を除く事業実施主体の負担において、借入実績がある場合は資金別に記入する。

４　当該年度の取組の総合評価

	


注）事業実施後における現状と事業の総合評価を幅広く数値等も交えて、具体的に記載すること。

なお、成果目標の達成率を踏まえた評価も併せて記載すること。

５　今後の課題及び改善策

	


６　添付資料

(1)様式第１号別添別紙１「事業実施主体の概要」

(2)様式第１号別添別紙２「経営収支」
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